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、第 1 はじめに

一審原告らは、本件申請では、基準地震動を策定する際の地震動評価に当た

り、震源インバージョンによらないデータにより得られた断層面積等を入倉・

三宅式に用いて地震モーメントを評価しているところ、震源インバージョンに

よるデータと震源インバージョンによらないデータとの間には系統的なずれが

あり、震源インバージョンによらないデータを入倉・三宅式に用いると地震モ

ーメントが過小評価されるとして、本件処分は、基準地震動の策定において、

最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地

盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から「想定し得る最大

規模の地震動」の設定を求める設置許可基準規則4条3項及び同規則の解釈別

記2に違反することになると主張する（一審原告ら準備書面 (5)第1の2(3)・ 

5ないし 7ページ、一審原告ら準備書面 (7)第1章第 1・5ないし 8ページ）。

そこで、一審被告は、本準備書面において、従前の一審被告の反論（一審被

告第 13準備書面第 1の2・9ないし 15ページ、一審被告第 16準備書面第

2の1・6ないし 11ページ等）をふえんしながら、一審原告らの前記主張に

理由がないことを明らかにする。

なお、略語等は、本準備書面で新たに定義するものを除き、原判決の例によ

り、原判決に定義がないものについては、一審被告準備書面等の例による（本

書面末尾に略称語句使用一覧表を添付する。）。

第2 震源インバージョンによらない断層面積を入倉・ 三宅式に代入して算出され

る地震モーメントは過小評価になるとする一審原告らの主張は理由がないこと

1 入倉・三宅 (2001)で用いられた震源インバージョンによるデータと震

源インバージョンによらないデータとの間で、震源断層面積と地震モーメント

との相関関係の在り方に系統的な相違があるなどと認めるべき根拠はなく、一

審原告らの主張は理由がないこと

ー:6 -



(1) 一審原告らの主張

一審原告らは、入倉・三宅 (2001)で用いられた地震データのうち、

Wells and Coppersmith (1994)から引用したデータは震源インバージョンに

よらないものであり、 Somervilleet al. (1999)から引用したデータは震源

インバージョンによるものであるところ（一審原告ら準備書面 (5)第 1の2

(3)イ・ 6ページ）、入倉・三宅 (2001)における「Wellsand Coppers 

mi th (1994)による断層面積は、地震モーメントが1O 2 6 dyne-cmよりも大き

な地震で、 Somervilleet al. (1999)の式に比べて系統的に小さくなってい

ることがわかる。」 （甲第96号証85 8ページ）との記述を根拠に、 「入

倉・三宅式のデータの中で、震源インバージョンによる断層面積によるもの

と震源インバージョンによらない断層面積によるものとは、明らかな系統的

な違いがあ」り、 「この系統的な違いとは、断層面積と地震モーメントとの

関係において系統的な違いがあるということである。」と主張する（一審原

告ら準備書面 (7)第 1章第 1の2・5ないし 8ページ）。この一審原告らの

主張は、入倉・三宅 (2001)における前記記述を根拠として、震源イン

バージョンによるデータと震源インバージョンによらないデータとの間で、

震源断層面積と地震モーメントとの相関関係の在り方に系統的な相違がある

とするものであると解される。

(2) 一審被告の反論

ア しかしながら、以下に述べるとおり、一審原告らが指摘する入倉・三宅

(2001)の記述は、震源インバージョンによるデータであるか否かに

より震源断層面積と地震モーメントとの相関関係の在り方に系統的な相違

があることを指摘する趣旨のものではない。

ここで、一審原告らが指摘する、入倉・三宅 (2001)における「We

l ls and Coppersmith (1994)による断層面積は、地震モーメントが10 2 6 

dyne-cmよりも大きな地震で、 Somervilleet al. (1999)の式に比べて系統

-7 -



的に小さくなっていることがわかる。」 （甲第96号証85 8ページ）と

の記述の意味について述べると、入倉・三宅 (2001)では、 Wellsan 

d Coppersmith (1994)のデータに基づく一定の地震モーメントに対応する

断層面積が、 Somervilleet al. (1999)のデータから得られる経験式に基

づくものと比較して「系統的に小さくなる」理由につき、 「内陸の活断層

地震の断層幅Wは、地震規模が小さいとき断層長さLに比例し、ある規模

以上の地震に対して飽和して一定値となる」 （甲第 96号証 85 7ペー

ジ）ことから、震源断層面積と地震モーメントの比例関係（スケーリング

則）が一定の地震モーメント（ここでは、 7. 5 x 1025dyne-cm)の前

後で変化することを想定している（同号証85 8及び85 9ページ）。そ

の上で、入倉・三宅 (2001)では、 「点線（引用者注：甲第96号証

8 5 8ページの図7の点線）は、断層面積がShimazaki(1986)の考えに従

って断層幅が飽和する地震 (7. 5 x 1 0 2 5 dyne-cm以上の地震モーメン

トの地震）についてScx:Mo1/2(引用者注：震源断層面積Sが地震モー

メントMoの1/2乗に比例すること）が成り立つと仮定して、求められ

た経験的関係式である。 （中略） Wells and Coppersmith (1994)によるS

とMoの関係は、黒線（引用者注： Somerville et al. (1999))ではなく

点線に合うようにみえる。」 （甲第96号証85 8及び85 9ページ）こ

とをも踏まえ、 「推定された断層長さLと断層幅Wから断層面積S (=L 

W)が求められる。地震モーメントMoは震源断層の面積との経験的関係

（図 8のStep3、(9)式（引用者注： Somerville et al: (1999)の式）参

照）より求められる。ただし、前に述べたように S-Mo関係を示す (9)

式は適用限界があると考えられる。 Mwが7. 5を越えるような大地震を

想定するときはWellsand Coppersmith (1994)によりコンパイルされたS

-Mo関係式などを補助的に考慮する必要がある。」 （同号証 86 0ペー

ジ）として、強震動予測に当たり、地震モーメントの数値につき 7.・5 X 
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1 O 25dyne-cmを境に、それ以上とそれ未満とで異なる経験式を用いるこ

とを提唱している（同号証86 1ページ図8。推本レシピにおいて、地震

モーメントが前記数値より大きく、一定の数値以下の場合に用いるとされ

ているのが、入倉・三宅 (2001)で導出されている入倉・三宅式であ

る（乙第25 1号証4及び5ページ）。）。

以上からすれば、一審原告らが挙げる入倉・三宅 (2001)の「WeI I 

s and Coppersmith (1994)による断層面積は、地震モーメントが10 2 6dy 

ne-cmよりも大きな地震で、 SomerviIIeet al. (1999)の式に比べて系統的

に小さくなっていることがわかる。」 （甲第96号証85 8ページ）との

記述は、内陸地殻内地震の断層幅が地震規模が小さいときは断層長さに比

例するものの、ある規模以上の地震に対して断層幅について飽和して一定

値となることから：それに伴い、震源断層面積と地震モーメントの比例関

係（スケーリング則）が変化するという、入倉・三宅 (2001)が採用

するスケーリング則の根拠となるデータの存在を指摘するものということ

ができる。したがって、一審原告らが指摘する入倉・三宅 (2001)の

記述が、一審原告らが主張するような、震源インバージョンによるデータ

であるか否かにより震源断層面積と地震モーメントとの相関関係の在り方

に系統的な相違があることを指摘するものでないことは明らかである。

イ しかも、原審における被告第9準備書面第3の3(1) (2 4ないし 26 

ページ）、一審被告第 13準備書面第 1の2(2) (1 0ないし 15ペー

ジ）及び一審被告第 16準備書面第2の1(2)イ (11ページ）のとおり、

一審原告らのいう震源インバージョンによらないデータのうち、入倉・三

宅 (2001) に用いられたデータであるWeII_sand Coppersmith (1994) 

については、入倉・三宅 (2001) において、 「そのうち 11の地震に

ついてはSomerviI Ie et al. (1999)も震源インバージョンの結果から断層

パラメータを評価している。同一地震について求められたWeIIsand Copp 
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＼
 

ersmi th (1994)とSomervilleet al. 0999)の断層パラメータの比較」を

すると、 「断層の長さに関しては、地表地震断層（括弧内略）、伏在断層

（括弧内略）とも両者は比較的良く一致している。断層幅（括弧内略）と

平均すべり量（括弧内略）はばらつきが大きい。断層面積（括弧内略）は

規模の大きい地震では良く一致しているが、相対的に規模の小さい地震で

ばらつきがみられる。地震モーメント（括弧内略）はどちらも地震動記録

から求めているので良く一致している。」とした上で、 「これらの結果は、

震源インバージョンによるデータがないMSクラスの大地震に対するスケ

ーリングを検討するとき、 Wellsand Coppersmith (1994)によりコンパイ

ル（引用者注：データセットとして整理）された従来型の解析で得られた

断層パラメータが有効であることを示している。」と評価されている（甲

第96号証85 2ないし 85 4ページ）。このように、入倉・三宅 (20 

0 1)では、一審原告らのいう震源インバージョンによらないデータであ

るWellsand Coppersmith (1994)から引用したデータについても、震源イ

ンバージョンによるデータと同様に評価することができることが文中に根

拠をもって示されている。この点からしても、入倉・三宅 (2001)が、

震源インバージョンによるデータであるか否かで震源断層面積と地震モー

メントとの相関関係の在り方に系統的な相違があるなどといった理解を採

用していないことは明らかである。

ウ 以上のとおり、入倉・三宅 (2001)で用いられた震源インバージョ

ンによるデータと震源インバージョンによらないデータとの間で、震源断

層面積と地震モーメントとの相関関係の在り方に系統的な相違があるなど

と認めるべき根拠はなく、一審原告らの前記 (1)の主張は、入倉・三宅

(2001)の一部の記述に殊更に着目し、その趣旨を歪曲して解釈する

ものであって、理由がない。

2 地震動評価において；震源断層面積の設定に係るデータの類型にかかわらず、
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各種調査の結果を踏まえて、基準地震動の策定過程に伴う各種の不確かさを考

慮して震源断層面積等の震源特性パラメータを設定することで、十分に保守性

を有する基準地震動を策定することができること

(1)一審原告らの主張

一審原告らは、入倉・三宅式が震源インバージョンによらないデータ（断

層面積）で正確な地震モーメントを示すかどうかについては検証されていな

いとした上で、島崎発表及び島崎提言を根拠として、 「本件地震の基準地震

動の推定において、入倉・三宅式に震源インバージョンによらないで得た断

層長さを用いて地震モーメントを導くと過小評価になる。」と主張する（一

審原告ら準備書面 (5)第1の2(3)ウ・ 7ページ、一審原告ら準備書面 (7)第

1章第 1の1・5ページ）。

(2) 一審被告の反論

ア 島崎発表及び島崎提言は、一審原告らの主張の根拠とはならないこと

一審原告らが取り上げる島崎発表（甲第 14 6号証及び甲第 14 8号

証）及び島崎提言（甲第 15 2号証）は、 「地震発生前に使用できるのは

活断層の情報」であることを前提とした上で、地下の震源断層の長さとは

異なる断層長さ、すなわち地表で観察される断層長さに依拠して断層面積

を算出して入倉・三宅式を用いると、入倉・三宅式による計算結果が実測

値と比較して過小になる旨指摘する。

しかしながら、一審被告第 16準備書面第2の1(2)ア (8ないし 11 

ページ）のとおり、島崎発表及び島崎提言による入倉・三宅式に対する批

判には科学的な合理性が認められない上、後記イのとおり、評価対象とす

る地震について、地表で観察される断層長さだけではなく、地質学的アプ

ローチ及び地震学的アプローチにより幅広くデータを取得、検討するとと

もに、それらに含まれる各種の不確かさを多重的・多角的に考慮して地下

にある震源断層の長さ、断層幅等の震源特性パラメータを保守的に設定す
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れば、十分に保守的な地震モーメントを算定し、それに基づく地震動の評

価を行い、同評価結果を踏まえた保守的な基準地震動の策定（以下、本準

備書面において、このような過程を経て策定された基準地震動を「保守的

な基準地震動」という。）をすることができる。

このように、島崎発表及び島崎提言は、科学的な合理性を有しないもの

であるから、かかる島崎発表及び島崎提言を根拠とする一審原告らの前記

(1)の主張は理由がない。

イ 評価対象とする地震について、震源インバージョンによるデータを用い

るか否かにかかわらず、地質学的アプローチ及び地震学的アプローチによ

り、データを取得、検討し、基準地震動の策定過程に伴う各種の不確かさ

を考慮した上で、震源断層面積等の震源特性パラメータを保守的に設定し、

入倉・三宅式や推本レシピを用いることによって、保守的な基準地震動の

策定を担保することができること

（ア）入倉・三宅式によって算出される地震モーメントの値は、同式に代入

する震源断層面積の値のみによって定まり、震源断層面積が震源インバ

ージョンにより算出されたものであるか否かによって異なる地震モーメ

ントが算出されるものではないところ、前記 1(2)イのとおり、入倉・

三宅 (2001) に用いられたデータについて、震源インバージョンに

よるデータと震源インバージョンによらないデータとの間で、震源断層

面積と地震モーメントとの相関関係の在り方に系統的な相違があるなど

と認めるべき根拠はない。

そして、原審における被告第21準備書面第 1の1(2) (1 1ないし

1 6ページ）のとおり、地震動評価において入倉・三宅式を適用する際

には、震源断層面積の値の設定において震源インバージョンによるデー

タを用いるか否かにかかわらず、過去の地震記録（中・小・微小地震の

分布や震源インバージョン解析結果等）や活断層調査（変動地形学的調
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査、地質調査等）などの各種調査の結果を踏まえて、十分な不確かさを

考慮して震源断層面積の値を設定すれば、その値を入倉・三宅式に代入

することによって算出される地震モーメントも十分に保守性が考慮され

たものになるし、入倉・三宅式を含む推本レシピを用いて地震動を評価

する際にも、各種調査の結果を踏まえて、基準地震動の策定過程に伴う

各種の不確かさを考慮して震源断層面積等の震源特性パラメータを保守

的に設定することで、十分に保守性を有する基準地震動を策定すること

ができる。

この点、 「震源断層を特定した地震を想定した場合の強震動を高精度

に予測するための、 「誰がやっても同じ答えが得られる標準的な方法

論」を確立することを目指」して策定された推本レシピ（乙第25 1号

証 1ページ）は、一審被告第 17準備書面第 2の2(2) (1 1ないし 1

5ページ）のとおり、強震動評価部会及び強震動予測手法検討分科会に

おいて、大学や各研究機関等から強震動予測に関する当時の第一線の研

究者が多数参加し、平成 11年から平成 17年までの長期間にわたり、

当時の最新知見に基づき強震動予測手法について十分な検討及び検証を

行った上で作成されたものであるところ、入倉・三宅式において、震源

断層面積の値の設定において震源インバージョンにより算出されたデー

タを用いるか否かにかかわらず、前記のとおり、地震動を評価する際に、

各種調査の結果を踏まえて、基準地震動の策定過程に伴う各種の不確か

さを考慮して震源断層面積等の震源特性パラメータを保守的に設定する

ことにより、十分に保守性を有する基準地震動を策定できることは、推

本レシピにおいて、入倉・三宅式に震源インバージョンによらないデー

タを用いた場合に地震動評価（強震動予測）が過小になるなどといった

留意事項が一切記載されていないこと（乙第25 1号証 1ないし 8ペー

ジ）からも裏付けられているといえる。
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（イ）ここで、基準地震動を策定する際の地震動評価に当たり、震源インバ

ージョンによるデータを用いるか否かにかかわらず、前記（ア）の過去の

地震記録（中・小・微小地震の分布や震源インバージョン解析結果等）

や活断層調査（変動地形学的調査、地質調査等）などの各種調査の結果

を踏まえて保守的に震源断層面積の値を設定する方法は、基準地震動の

策定に係る設置許可基準規則の解釈別記2の定め並びに地質審査ガイド

及び地震動審査ガイドの記載とも整合的である。

すなわち、まず、設置許可基準規則の解釈別記 2の5二②は、 「敷地

ごとに震源を特定して策定する地震動」のうち内陸地殻内地震に関して、

「震源として考慮する活断層の評価に当たっては、調査地域の地形・地

質条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調査、地球物

理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に組み合わせた調査を実施

した上で、その結果を総合的に評価し活断層の位置・形状・活動性等を

明らかにすること」及び「震源モデルの形状及び震源特性パラメータ等

の評価に当たっては、孤立した短い活断層の扱いに留意するとともに、

複数の活断層の連動を考慮すること」を要求し、同④ii)は、 「断層モ

デルを用いた手法に基づく地震動評価」に当たって、 「検討用地震ごと

に、適切な手法を用いて震源特性パラメータを設定し、地震動評価を行

うこと」を要求するとともに、同⑤は、 「各種の不確かさ（震源断層の

長さ、地震発生層の上端深さ・下端深さ、断層傾斜角、アスペリティの

位置・大きさ、応力降下量、破壊開始点等の不確かさ、並びにそれらに

係る考え方及び解釈の違いによる不確かさ）については、敷地における

地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメータにつ

いて分析した上で、必要に応じて不確かさを組み合わせるなど適切な方

法を用いて考慮すること」を要求している。 （以上につき、乙第 11 3 

号証 13 3ないし 13 5ページ）
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また、地質審査ガイドは、震源断層に係る調査及び評価に当たり、

「震源断層の位置及び形状等は、調査結果から判明した長さ及び断層傾

斜角等に基づき、調査の不確かさを踏まえて設定されていることを確認

する。」などとし、評価対象とする地震の地震規模を想定するに当たっ

ての前提として、活断層の長さ等が保守的に設定されていることを確認

することを示し（地質審査ガイド I. 4 . 4 . 1 (4)・ 乙第45号証 1

、8ページ、同ガイ・ド I. 4 .. 4. 2・同号証21及び22ページ等）、

地震発生層についても「調査の不確かさを踏まえた浅さ限界・深さ限界

が設定されていることを確認する」ことを示している（同ガイドI. 4. 

4. ・1 (3)・同号証18ページ）。さらに、地震動審査ガイドは、地震

動評価において重要なアスペリティの位置についても「根拠がない場合

は、敷地への影響を考慮して安全側に設定されている」ことを確認する

こととしている（地震動審査ガイド I• 3. 3 . 2 (4)① 2) ・乙第5

2号証 5ページ）。

このように、基準地震動の策定に係る規制要求等の内容は、評価対象

とする地震の震源断層面積を含む震源特性パラメータの設定に当たり、

震源インバージョンによるデータを用いるか否かにかかわらず、地表の

活断層の長さや変位分布、変動地形学調査などから断層を推定する地質

学的アプローチや、反射法地震探査や微小地震分布などの地震記録から

地下の震源断層を推定する地震学的アプローチにより、幅広くデータを

取得、検討するとともに、それらに含まれる各種の不確かさを多重的・

多角的に考慮することを要求するものであって、これにより、保守的な

基準地震動の策定を担保しようとしたものである。そして、一審被告第

6準備書面第2の2 (1 2及び13ページ）のとおり、前記の基準地震

動の策定に係る規制要求等の内容は、地震学・地震工学等の各専門分野

の学識経験者の有する最新の専門技術的知見を集約して策定されたもの
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である上、現在の科学技術水準を踏まえた安全面に十分に配慮した保守

的なものであり、合理的である。

（り）以上のとおり、評価対象とする地震について、震源インバージョンに

よるデータを用いるか否かにかかわらず、地質学的アプローチ及び地震

学的アプローチにより、データを取得、検討し、基準地震動の策定過程

に伴う各種の不確かさを考慮した上で、震源断層面積等の震源特性パラ

メータを保守的に設定し、入倉・三宅式や推本レシピを用いることによ

って、保守的な基準地震動の策定を担保することができる。

ウ 震源インバージョンによるデータを用いていないことによって、本件申

請における基準地震動の策定が過小になっているとはいえないこと

特定の活断層に係る地震（内陸地殻内地震）の震源インバージョンによ

るデータは、当該地震に係る実際の観測記録が基となっていることからす

れば、ある特定の活断層による地震の震源断層面積を震源インバージョン

によるデータを用いて算出するためには、当該地震に係る実際の観測記録

が必要であり、当然のことながら、そのような観測記録が存在しない活断

層による地震（一般に、国内の大多数の活断層において、実際の観測記録

は得られていない。）については、震源インバージョンによるデータを用

いて震源断層面積を算出することはできない。

この点、 「FO-A,..__,FO-B,..__,熊川断層による地震」•も、実際の観測

記録が存在せず、震源インバージョンによるデータを用いて震源断層面積

を算出することはできないことから、当然のことながら、本件申請の地震

動評価においては、震源インバージョンによるデータは用いられていない。

前記イのとおり、評価対象とする地震について、震源インバージョンに

よるデータを用いるか否かにかかわらず、地質学的アプローチ及び地震学

的アプローチにより、幅広くデータを取得、検討し、基準地震動の策定過

程に伴う各種の不確かさを考慮した上で、震源断層面積等の震源特性パラ＼
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メータを保守的に設定し、入倉・三宅式や推本レシピを用いることによっ

て、保守的な基準地震動の策定を担保することができるところ、原審にお

ける被告第 13準備書面第2の3(2) (1 8及び19ページ）、同被告第

2 1準備書面第 1の1(2)ウ (12ないし 16ページ）及び一審被告第6

準備書面第4の2(3)ア(31ないし 33ページ）のとおり、参加人は、

「FO-A"'-'FO-B"'-'熊川断層による地震」の震源断層の長さについて、

そもそも、申請の当初において、調査結果を基にFO-A:......,FO-B断層

(FO-A断層の長さ約24km、FO-B断層の長さ約 11km、合計

長さ約35 km) と熊川断層（長さ約 14 km) との間に約 15kmの離

隔があり、両者は同時活動を考慮する必要はないとして「FO-A"'-'FO

-B断層による地震」 （二つの活断層が連動する地震）を検討用地震に選

定していたが、原子力規制委員会による指摘を受けて、 FO-A"'-'FO-

B断層と約 15kmの離隔がある熊川断層が連動するもの（三つの活断層

が連動する地震）として検討用地震の選定に係る評価を見直した上で、震

源断層の長さを地表で確認できない長さも含め 63. 4 kmと保守的に設

定している（乙第65号証 18 5ページ、乙第66号証80ページ、乙第

6 7号証、乙第68号証9ページ、乙第17 7号証 16及び17ページ、

乙第33 6号証29ページ）。この「FO-A"'-'FO-B,..,__,熊川断層によ

る地震」の震源断層の長さは、既存文献で示される活断層の長さ (FO-

A断層は既存文献＂では 18km、FO-B断層は既存文献に記載なし、

*1 海上保安庁水路部「 5万分の 1沿岸の海の基本図」では断層長さ約 18km、活断層研究

会編「新編日本の活断層」 (1991)では断層長さ 18km
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熊川断層は既存文献*2では9km又は 12 km) よりも保守的なものとな

っている。

また、参加人は、 、「FO-A"--'FO-B""'熊川断層による地震」の震源

断層の断層幅について、申請の当初において、調査結果を基に震源断層の

上端深さを4kmと設定していたが、原子力規制委員会による指摘を受け

て、敷地の地下深部の地震波速度構造や微小地震の発生状況を考慮して上

端深さを 3kmと保守的に設定している。さらに、断層傾斜角については、

基本ケースにおける 90゚ に加えて不確かさを考慮したケースとして 7

5゚ を保守的に設定している（乙第66号証80ページ、乙第 17 7号証

1 6ないし 18ページ、乙第33 6号証29ページ）。そして、前記の断

層長さ及び断層幅が大きく設定された結果、基本震源モデル（基本ケー

ス）の震源断層面積が大きくなり、入倉・三宅式を用いて震源断層面積か

ら計算された地震モーメントは、参加人の当初申請と比較して3. 7倍と

なっている（乙第33 6号証29ページ）。

このように、評価対象とする地震について、震源インバージョンによる

データを用いるか否かにかかわらず、地質学的アプローチ及び地震学的ア

プローチにより各種の不確かさを考慮して震源断層の長さ、断層幅、断層

傾斜角等の震源特性パラメータを設定すれば、前記アのとおり、保守的に

地震モーメントの算定や地震動の評価、同評価結果を踏まえた基準地震動

の策定をずることができる。

したがって、本件申請の地震動評価において、震源インバージョンによ

るデータが用いられていないことによって、地震モーメントの算定、ひい

*2 活断層研究会編「新編日本の活断層」 (1991)では断層長さ 9km、岡田・東郷編

「近畿の活断層」 (2000)では断層長さ 12km
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ては基準地震動の策定が過小となっているとはいえない。

工小括

，以上からすれば、地震動評価において、震源断層面積の設定に係るデー

タの類型にかかわらず、各種調査の結果を踏まえて、基準地震動の策定過

程に伴う各種の不確かさを考慮して震源断層面積等の震源特性パラメータ

を設定することで、十分に保守性を有する基準地震動を策定することがで

きるのであって、震源断層面積が震源インバージョンによるデータを用い

て算出されたか否かに殊更に着目して、震源インバージョンによらないデ

ータを入倉・三宅式に用いると地震モーメントが過小評価となるとする一

審原告らの主張は理由がない。

第3 結語

以上のとおり、基準地震動を策定する際の地震動評価に当たり、震源インバ

ージョンによらないデータを入倉・三宅式に用いると地震モーメントが過小評

価となるとする一審原告らの前記第 1の主張は、理由がない。

以上

＾ 
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略称語句使用一 覧 表

事件名大阪高等裁判所令和3年（行コ）第4号
発電所運転停止命令義務付け請求控訴事件

控訴人兼被控訴人 （一審被告）国 ・

被控訴人（一審原告） X 1 ほか
控訴人（一審原告） X 5 1 ほか
参加人 関西電力株式会社

略称 基 本 用 語

数字

①施設が有する安全機能の重要度に応じ
①の考え方 て適切な地震力を定め、その地震力に対し

十分耐えるよう設計すること

その者に発電用原子炉を設置するために必

2号要件 ・
要な技術的能力及び経理的基礎があること
（改正原子炉等規制法43条の3の6第1項
2号）

②最も重要度の高い耐震重要度分類Sクラ

②の考え方
スに相当する耐震重要施設については、基
準地震動による地震力に対し安全機能を保
持すること

． その者に重大事故（発電用原子炉の炉心の
著しい損傷その他の原子力規制委員会規
則で定める重大な事故をいう。第43条の3
の22第1項において同じ。）の発生及び拡

3号要件 大の防止に必要な措置を実施するために必
要な技術的能力その他の発電用原子炉の
運転を適確に遂行するに足りる技術的能力
があること（改正原子炉等規制法43条の3
の6第1項3号）

発電用原子炉施設の位置，構造及び設備
が核燃料物質若しくは核燃料物質によって
汚染された物又は発電用原子炉による災害

4号要件 の防止上支障がないものとして原子力規制
委員会規則で定める基準に適合するもので
あること（改正原子炉等規制法43条の3の
6第1項4号）

7月27日規制委員会資
平成28年7月27日原子力規制委員会資料

料
「大飯発電所の地震動に係る試算の過程等
について」 ． 

51条等
設置許可基準規則51条及び技術的能力審
査基準1.8項の総称

55条等
設置許可基準規則55条及び技術的能力審

， 査基準1.12項の総称

英字
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使用 書 面 ページ 備考

控訴審第7準備
8 

書面

原審第4準備書
21 

面

控訴審第7準備
8 

書面

原審第4準備書
22 

面

原判決 5 

原審第15準備
書面

11 

原判決 163 

原判決 176 



「壇ほか式」（レシピ(12)式）とレシピ(13)式を
用いてアスペリティ面積比を求める手順であ

原審第19準備
(a)ルート り，Moからスタートし，加速度震源スペクト 33 

ル短周期レベルA,(13)式を経て，アスペリ
書面

ティの総面積Saへと至る実線矢印のルート

地震モーメントの増大に伴ってアスペリティ
面積比が増大となる場合に，地震モーメント
Moや短周期レベルAに基づきアスペリティ

原審第19準備
(b)ルート 面積比等を求めるのではなく，「長大な断

書面
33 

層」と付記された破線の矢印のとおり，アス
ペリティ面積比を約0.22の固定値に設定
するルート

IAEA 国際原子力機関
原審第30準備

19 
書面

IAEA Safety Standards"Volcanic Hazards in 
原審第30準備

IAEA・SSG:-21 Site Evaluation for Nuclear Installations" 
書面

13 
(No.SSG-21) 

ICRP 国際放射線防護委員会 原判決 13 

甲35,乙32,3 
ICRP2007勧告 ICRPの平成19年(2007年）の勧告 原判決 70 4, 218カヽら22

゜JNES 
独立行政法人原子力安全基盤機構(Japan 原審第30準備

21 
Nuclear Energy Safety Organization) 書面

Kinematicモデルによる 佐竹ほか(2002)による運動学的地すべり 控訴審第10準
26 

方法 モデルによる予測方法 備書面
， 

Lsub 震源断層の長さ 原判決 18 

PAZ 
放射線被ばくにより重篤な確定的影響を回 原審第32準備

13 
避する区域 書面

PRA 確率論的リスク評価
原審第17準備

24 
書面

Somerville規範
「Somervilleet al.(1999)」において示されたト 原審第16準備

41 
リミングの規範 書面

SRCMOD Finite-Source Rupture Model Database 
原審第19準備

43 乙86
書面

s波速度 せん断波速度
原審第24準備

25 
書面

UPZ 
確定的影響のリスクを合理的な範囲で最小 原審第32準備

13 
限に抑える区域 書面

Wattsほかの予測式
Grilli and Watts(2005)及びWattsほか 控訴審第10準

26 
(2005)による予測式 備書面

あ

秋田県モデル
秋田県(2012)で想定されている日本海東 控訴審第10準

21 
縁部の断層の波源モデル 備書面

芦田氏 芦田譲京都大学名誉教授
控訴審第11準

38 
備書面

第4準備書面別紙3に列記する原子力安全
原審第4準備書

安全審査指針類 委員会（その前身としての原子力委員会を 29 
含む。）が策定してきた各指針

面

発電用軽水型原子炉施設に関する安全設
原審第1準備書

安全設計審査指針 計審査指針（平成2年8月30日原子力安全 13 乙4
委員会決定）

面
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設置許可申請書添付書類第八の仕様及び
添付書類十における運転時の異常な過渡

安全評価上の設定時間
変化及び事故の評価で設定した時間（「発

原審答弁書 23 乙3
電用原子力設備に関する技術基準を定め
る省令の解釈について」における「適切な値
をとるような速度」についての解説部分より）

発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関
原審第1準備書

安全評価審査指針 する審査指針（平成2年8月30日原子力安 19 乙20
全委員会決定） 、

面

安全余裕検討部会 制御棒挿入に係る安全余裕検討部会
原審第1準備書

34 
面

し‘

伊方最高裁判決
最高裁判所平成4年10月29日第一小法廷 原審第1準備書

10 
判決（民集46巻7号1174ページ） 面

石渡氏 日本地質学会長（当時）の石渡明氏 控備訴審第15準
書面

16 

一審原告ら控訴答弁書
一審原告らの令和3年6月3日付け控訴答 控訴審第2準備

4 
弁書 書面

一審原告ら準備書面(2)
一審原告らの2022年（令和4年）5月20日 控訴審第11準

7 
付け準備書面(2) 備書面

一審原告ら準備書面(3)
一審原告らの2022年（令和4年）11月15 控訴審第11準 ， 

日付け準備書面(3) 備書面
7 

一審原告ら準備書面(5)
一審原告らの2023年（令和5年）5月16日 控訴審第13準

6 
付け準備書面(5) 備書面

一審原告ら準備書面(6)
一審原告らの2023年（令和5年）8月17日 控訴審第15準

6 
付け準備書面(6) . 備書面

一審原告ら準備書面(7)
一審原告らの2023年（令和5年）1 1月15 控訴審第16準

6 
日付け準備書面(7) 備書面

一審被告 控訴人兼被控訴人国
控訴審第1準備

6 
書面

一審被告控訴理由書
一審被告の令和3年2月5日付け控訴理由 控訴審第1準備

6 
書 書面

一審被告第1準備書面
一審被告の令和3年6月8日付け一審被告 控訴審第16準

12 
第1準備書面 備書面

一審被告第4準備書面
一審被告の令和4年8月22日付け一審被 控訴審第5準備

4 
告第4準備書面 書面

一審被告第6準備書面
一審被告の令和4年11月14日付け一審被 控訴審第16準

19 
告第6準備書面 備書面

一審被告の令和5年2月14日付け一審被 控訴審第9準備
， 

一審被告第8準備書面
告第8準備書面 書面

5 

一審被告第9準備書面
一審被告の令和5年5月15日付け一審被 控訴審第14準

7 
告第9準備書面 備書面

一審被告第10準備書面
一審被告の令和5年5月15日付け一審被 控訴審第12準

6 
告第10準備書面 備書面

一審被告第11準備書面
一審被告の令和5年5月15日付け一審被 控訴審第15準

6 
告第11準備書面 備書面
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一審被告第13準備書面
一審被告の令和5年8月15日付け一審被 控訴審第16準

11 
告第13準備書面 備書面

一審被告第14準備書面
一審被告の令和5年8月15日付け一審被 控訴審第16準

28 
告第14準備書面 備書面

一審被告第16準備書面
一審被告の令和6年2月21日付け一審被 控訴審第17準 ， 
告第16準備書面 備書面

入倉ほか(1993)
入倉孝次郎ほか「地震断層のすべり変位呈 原審第18準備

9甲151
の空間分布の検討」 書面

入倉らが執筆した論文である「Applicability
of source scaling relations for crustal 

earthquakes to estimation of the ground 

入倉ほか(2017) motions of the 2016 Kumamoto earthquake 原判決 35 
(2016年熊本地震の地震動の推定に対す
る内陸殻内地震の震源スケーリング則の適
用可能性）」

入倉ほかが執筆した論文である「強震動記

入倉ほか(2014)
録を用いた震源インバージョンに基づく国内

原判決 20 
の内陸地殻内地震の震源パラメータのス
ケーリング則の再検討」

入倉・三宅(2001)
入倉孝次郎氏及び三宅弘恵氏が執筆した

原判決 17 
論文である「シナリオ地震の強震動予測」

M。=7.5X 1018以上1.8X1020(Mw7.4相
入倉・三宅式 当）以下の地震の経験式 M。=(S/4.24 原判決 237 

X 1011戸X10―7 

入倉
入倉孝次郎京都大学防災研究所教授（当

原判決 7 
時）

入倉氏 入倉孝次郎京都大学名誉教授
控訴審第1準備

7 
書面

う

WellsとCoppersmithが した論文である
「Newempirical relationships among 

ウェルズほか(1994) magnitude.rupture length.rupture 原判決 85 
width.rupture area.and surface 
rlisnl;ir.P.mP.nt i' 

訴え変更申立書
原告らの平成25年9月19日付け訴えの変 原審第3準備書

4 
更申立書 面

平成29年12

原告らの平成29年9月21日付け訴えの変
月25日付け訴

訴えの変更申立書2
更申立書

えの変更申立 5 

てに対する答弁
書（原審）

運動学的手法
佐竹ほか(2002)を参考にした運動学的モ 控訴審第10準

28 
デルによる予測方法 備書面 ， 

え

F-6破砕帯
旧F-6破砕帯と新F-6破砕帯を区別しな

原判決 52 
いときは単に「F-6破砕帯」という

お
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大飯破砕帯有識者会合
原子力規制委員会における大飯発電所敷

原判決 53 
地内破砕帯の調査に関する有識者会合

大飯発電所3号炉 関西電力大飯発電所3号原子炉 原審答弁書 4 

大飯発電所4号炉 関西電力大飯発電所4号原子炉 原審答弁書 4 

大谷氏
大谷具幸・岐阜大学工学部社会基盤工学 控訴審第11準

33 
科准教授 備書面

小田急大法廷判決
最高裁判所平成17年12月7日大法廷判決 原審第2準備書 ， 
（民集59巻10号2645ページ） 面

か

開水路の解析 開水路の水理解析
控訴審第12準

14 
備書面

原子力規制委員会設置法（平成24年法律

改正原子炉等規制法
第47号）附則17条の施行後の核原料物 原審第1準備書

24 
第4準備書面で

質 核燃料物質及び原子炉の規制に関する 面 基本用語を変更
法律

原子力規制委員会設置法附則18条による
改正法施行後の核原料物質，核燃料物質

第1準備書面か
及び原子炉の規制に関する法律 原審第4準備書

改正原子炉等規制法
※なお平成24年改正前原子炉等規制法 面

5ら基本用語を変

と改正原子炉等規制法を特段区別しない場
更

合にば単に「原子炉等規制法」という。

改正地質審査ガイド 改正後の地質審査ガイド
控訴審第6準備

11 
書面

改正地震動審査ガイド 改正後の地震動審査ガイド
控訴審第6準備

11 
書面

解釈別記2 設置許可基準規則の解釈別記2
一審被告控訴

10 
理由書

解釈別記3 設置許可基準規則の解釈別記3
控訴審第12準

6 
備書面

解析値 解析によって求められた値
原審第21準備

46 
書面

各基準検討チーム
原子炉施設等基準検討チームと地震等基

原判決 5 
準検討チームを併せた名称

火山ガイド 原子力発電所の火山影響評価ガイド
原審第30準備

4乙179
書面

片岡正次郎氏らが執筆した論文である「短
片岡ほか式 周期レベルをパラメータとした地震動強さの 原判決 25 

距離減衰式」

神奈川県以遠に居住す 原告 X60 ，原告 X51 ，原告 X62
原判決 73 

る原告ら ，原告 X71 の総称

釜江氏
釜江克宏京都大学複合原子力科学研究所 控訴審第1準備

7 
特任教授 書面

釜江意見書（地震モーメ
京都大学名誉教授である釜江克宏氏（地震

原審第31準備
工学）の令和元年7月22日付け意見書（地 3乙208

ント）
震モーメント）

書面
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釜江意見書（短周期レベ
京都大学名誉教授である釜江克宏氏（地震

原審第31準備
工学）の令和元年7月22日付け意見書（短 3乙209

ル）
周期レベル）

書面

川瀬委員
川瀬博委員（原子力安全基準・指針専門部

原判決 41 
，会の地震等検討小委員会の委員） ， 

川瀬氏 川瀬博京都大学防災研究所特任教授
控訴審第1準備

7 
書面

川瀬氏報告書
川瀬氏が作成した「経験式と地震動評価の 原審第33準備

38 乙235
ばらつきに関する報告書」 書面

関西電力 関西電力株式会社 原審答弁書 4 

き

菊地ほか(1999)
菊地正幸ほか「1948年福井地震の震源パ 原審第20準備

23 乙97
ラメーター」 書面

菊地ほか(2003) Kikuchi et al.(2003) 
原審第19準備

43 乙91
書面

実用発電用原子炉及びその附属施設の技
技術基準規則 術基準に関する規則（平成25年6月28日 原判決 6 

付け原子力規制委員会規則第6号）

実用発電用原子炉及びその附属施設の技

技術基準規則の解釈
術基準に関する規則の解釈（平成25年6月 原審第5準備書

8乙46
19日原規技発第1306194号原子力規制 面
委員会決定）

経済産業大臣が，電気事業法40条に基づ
き 事業用電気工作物が技術基準に適合し

技術基準適合命令 ていないと認めるときにする事業用電気工 原審答弁書 10 

作物の修理，改造，移転，使用の一時停
止，使用の制限等の命令

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設
置者の重大事故の発生及び拡大の防止に

技術的能力審査基準
必要な措置を実施するために必要な技術的

原判決 211 乙59
能力に係る審査基準（平成25年6月19日
原規技発第1306197号原子力規制委員
会決定）

実用発電用原子炉及びその附属施設の位
原審第5準備書

基準地震動 置構造及び設備の基準に関する規則4条 13 

3項に規定する基準地震動
面

耐震重要施設に大きな影響を及ぽすおそれ
原審第5準備書

基準地震動による地震力 がある地震による加速度によって作用する 16 

地震力
面

基準津波
設計基準対象施設に大きな影響を及ぽす 原審第5準備書

28 
おそれがある津波 面

実用発電用原子炉及びその附属施設の位
控訴審第1準備

規則解釈 置，構造及び設備の基準に関する規則の解 11 乙272
I釈 書面

地震動審査ガイド I.3. 3. 3に沿った地震
原審第33準備

基本ケース 動評価上の不確かさが一部考慮されていな 44 
い段階の断層モデル

書面
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同上

基本震源モデル
（なお原審第33準備書面44ページでは 原審第9準備書
「基本震源モデル」あるいは「基本ケース」と 面

11 

述べている。）

旧F-6破砕帯
昭和60年の本件各原子炉の設置変更許可

原判決
申請時に推定されていたF-6破砕帯

51 

旧許可処分 発電用原子炉設置（変更）許可処分
原審第32準備

37 
書面

九州電力 九州電力株式会社 原判決 16 

旧耐震設計審査指針
発電用原子炉施設に関する耐震設計審査

原審第1準備書
指針について（昭和56年7月原子力安全委 14 
員会決定）

面

行訴法 行政事件訴訟法 原審答弁書 4 

け

原告ら準備書面(1)
原告らの平成24年10月16日付け準備三 原審第1準備三
面(1) Ill 面 - 5 

原告ら準備書面(2)
原告らの平成24年12月25日付け準備書 原審第2準備三
面(2) 面 重三

4 

原告ら準備書面(5)
原告らの平成26年3月5日付け準備書面 原審第9準備三
(5) 面 11!1 

6 

原告ら準備書面(6)
原告らの平成26年6月3日付け準備書面 原審第6準備三

｀ (6) 面 ... 4 

原告ら準備書面(7)
原告らの平成26年9月9日付け準備書面 原審第7準備三
(7) 面 ... 5 

原告ら準備書面(8)
原告らの平成26年12月10日付け準備書 原審第9準備三
面(8) 面 一 6 

原告ら準備書面(9)
原告らの平成27年3月12日付け準備書面原審第10準備

6 
(9) 書面

原告ら準備書面(10)
原告らの平成27年6月17日付け準備書面原審第10準備

6 
(10) 書面

原告ら準備書面(11)
原告らの平成27年6月23日付け準備書面原審第10準備

6 (11) 奎面

原告ら準備書面(12)
原告らの平成27年9月11日付け準備書面原一審第11準備

5 (12) 奎：面

原告ら準備書面(13-)
原告らの平成27年12月14日付け準備書 原...審第12準備

5 
面(13) 書面

原告ら準備書面(14)
原告らの平成28年3月17日付け準備書面原審第13準備

5 (14) 奎面

原告ら準備書面(15)
原告らの平成28年6月10日付け準備書面原璽□審第14準備

5 
(15) 書面

原告ら準備書面(16)
原告らの平成28年9月9日付け準備書面 原審第15準備

5 , 
(16) . 書面

原告ら準備書面(17)
原告らの平成28年9月20日付け準備書面原審第15準備

5 
(17) 書面

原告ら準備書面(18)
原告らの平成28年12月16日付け準備書 原審第16準備

8 
面(18) 書面

原告ら準備書面(19)
原告らの平成29年3月17日付け準備書面原審第17準備

7 
(19) 書面

原告ら準備書面(20)
原告らの平成29年7月3日付け準備書面 原審第18準備

6 
(20) 書面

原告ら準備書面(21)
原告らの平成29年9月21日付け準備書面原審第20準備

7 
(21) 書面

原告ら準備書面(22)
原告らの平成29年12月18日付け準備書 原審第20準備

7 
面(22) 書面

原告ら準備書面(23)
原告らの平成30年3月12日付け準備書面原審第21準備

10 
(23) 書面

原告ら準備書面(24)
原告らの平成30年6月11日付け準備書面原審第28準備

5 
(24) 書面
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原告ら準備書面(27)
原告らの平成30年12月4日付け準備書面 原審第30準備

4 
(27) 書面

原告ら準備書面(29)
原告らの平成31年3月18日付け準備書面 原審第28準備

17 
(29) 書面

原告ら準備書面(30)
原告らの令和元年6月18日付け準備書面 原審第30準備

4 
(30) 書面

原告ら準備書面(32)
原告らの令和元年6月18日付け準備書面 原審第33準備

6 
(32) 書面

原告ら準備書面(34)
原告らの令和元年9月20日付け準備書面 原審第31準備

3 
(34) 書面

原災指針 原子力災害対策指針
原審第32準備

12 
書面

原災法 原子力災害対策特別措置法
原審第32準備

12 
書面

現状評価会合
大飯発電所3,4号機の現状に関する評価 原審第3準備書

6 
...a..＝...a.. ロ 面

現状評価書
平成25年7月3日付け「関西電力（株）大飯 原審第3準備書

6乙35
発電所3号機及び4号機の現状評価書」 面

原子力委員会等
原子力委員会及びその内部に置かれた原 控訴審第18準

8 
子炉安全専門審査会 備書面

原子力規制委員会等 原子力規制委員会及び経済産業大臣
原審第1準備書

5 
面

原子力災害対策重点区
住民等に対する被ばくの防護措置を短期間

原審第2準備書
で効率的に行うため，重点的に原子力災害 18 

域
に特有な対策が講じられる区域

面

原子力発電工作物
電気事業法における原子力を原動力とする 原審第4準備書

18 
発電用の電気工作物 面

原子力利用 原子力の研究，開発及び利用
原審第4準備書

5 
面 ,, 

原子炉格納容器の破損 炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の 原審第17準備
33 

等・ 破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷 書面

原子炉設置許可の基準を検討するための
原子炉施設等基準検討 発電用軽水型原子炉の新安全基準に関す

原判決 5 
チーム る検討チーム（発電用軽水型原子炉の新規

制基準に関する検討チームと改称）

原子炉制御系統
原子炉の通常運転時に反応度を調整する． 原審第5準備書

34 
機器及び設備 面

原子炉設置（変更）許可 原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可
原審第4準備書

20 
面

原子炉の通常運転状態を超えるような異常

原子炉停止系統
な事態において原子炉を未臨界に移行し， 原審第5準備書

34 
及び未臨界を維持するために原子炉を停止 面
する機能を有する機器及び設備

平成24年法律第47号による改正前の核原
4 第3準備書面で

原子炉等規制法 料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に 原審答弁書
関する法律

略称を変更

原子炉の安全性に関す
当時の原子炉等規制法24条1項3号（技術

控訴審第18準
的能力に係る部分）及び4号の要件該当性 5 

る判断
の判断

備書面
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「日本海における大規模地震に関する調査
検討会」（国土交通省、内閣府、文部科学省

検討会モデル
(2014))で想定されている若狭海丘列付 控訴審第10準

21 
近断層(F-49)の波源モデル及びFO-A 備書面
~FO-B~熊川断層(F-53)の波源モデ
ル

「日本海における大規模地震に関する調査
検討会」（国土交通省、内閣府、文部科学省

検討会モデル
(2014))で想定されている若狭海丘列付 控訴審第10準

21 
近断層(F-49)の波源モデル及びFO-A 備書面
~FO-B~熊川断層(F-53)の波源モデ
）レ

内陸地殻内地震（陸のプレートの上部地殻
地震発生層に生ずる地震をいい海岸のや
や沖合で起こるものを含む。）， プレート間地

検討用地震
震（相接する二つのプレートの境界面で発

原判決 206 
生する地震）及び海洋プレート内地震（沈み
込む（沈み込んだ）海洋プレート内部で発生
する地震）について敷地に大きな影響を与
えると予想される地震

し—

広域地下構造調査（概 地震発生層を含む地震基盤から解放基盤 原審第23準備
50 

査） までを対象とした地下構造調査 書面

後段規制
段階的規制のうち，設計及び工事の方法の

原審答弁書 7 
認可以降の規制

国会事故調報告書
東京電力福島原子力発電所事故調査委員 原審第3準備書

21 
会・国会事故調報告書 面

小山氏 原告小山英之氏
原審第34準備

18 
書面

小山氏陳述書
小山氏作成の「大飯3・4号炉基準地震動の 原審第34準備

18 甲221
過小評価」と題する陳述書 書面

近藤委員長 前原子力委員会委員長の近藤駿介氏
控訴審第2準備

12 
書面

さ

サイト 原子力施設サイト（敷地）
原審第30準備

20 
書面 ．

裁判所の第1回事務連
裁判所の令和4年1月21日付け事務連絡 書控訴面審第3準備 4 

絡

玄海原子力発電所3・4号機再稼働差止仮
原審第21準備

佐賀地裁決定 処分申立事件に係る佐賀地方裁判所平成 37 乙108
29年6月13日決定

書面

佐藤智美氏による「逆断層と横ずれ断層の
原審第21準備

佐藤(2010) 違いを考慮した日本の地殻内地震の短周 30 乙104
期レベルのスケーリング則」

書面

佐藤智美氏による国内外で発生した近時の
内陸地殻内地震のスケーリング則に関する

控訴審第13準
佐藤(2021) 論文である「断層モデルに基づく世界の大

備書面
8乙323

規模地殻内地震の巨視的断層パラメータの
スケーリング則」
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佐藤智美氏及び堤英明氏による「2011年
原審第21準備

佐藤・堤(2012) 福島県浜通り付近の正断層の地震の短周 30 乙105
期レベルと伝播経路・地盤増幅特性」

書面

サマビルほか式
M。=7.5X 1018(Mw6. 5相当）未満の地震

原判決 237 
の経験式 M。=(S/2.23 X 1015)312 X 10―7 

Paul Somervilleほかが執筆した論文である

サマビルほか(1999)
「Characterizingcrustal earthquake slip 

原判決 30 
models for the prediction of strong ground 

motion」

参加人 控訴人参加人'
一審被告控訴 ， 
理由書

参加人準備書面(1)
参加人の平成30年6月6日付け準備書面 原審第24準備

29 
(1) 書面

参加人控訴審準備書面 参加人の令和4年5月24日付け準備書面 控訴審第4準備
32 (1) (1) 書面

参加人控訴審準備書面 参加人の令和5年5月15日付け準備書面 控訴審第15準 ， 
(3) (3) 備書面

三連動
FO-A断層 FO-B断層及び熊川断層の 原審第33準備

56 
三連動 書面

し

敷地近傍地下構造調査 地震基盤から表層までを対象とした地下構 原審第23準備
50 

（精査） 造調査 書面

重松氏 重松紀生産業技術総合研究所主任研究員
原審第34準備

16 
書面

四国電力 四国電力株式会社
原審第21準備

14 
書面

事故防止対策
自然的条件及び社会的条件との関係をも含 原審第5準備書

6 
めた事故の防止対策 面

原子力規制委員会が定めるべき基準を検

地震等基準検討チーム
討するための発電用軽水型原子炉施設の

原判決 5 
地震・津波に関わる規制基準に関する検討

． 
チーム

地震等検討小委員会 地震・津波関連指針等検討小委員会
原審第24準備

9乙117
書面

基準地震動及び耐震設計方針に係る審査
地震動審査ガイド ガイド（平成25年6月19日原管地発第13 原判決 224 乙52

06192号原子力規制委員会決定）

実用炉設置許可基準規 実用発電用原子炉及びその附属施設の位 原審第4準備書
30 

則 置，構造及び設備の基準に関する規則 面

実用発電用原子炉の設置，運転等に関する
原審第4準備書

実用炉則 規則（昭和53年12月28日通商産業省令 20 
第77号）

面

地盤審査ガイド
基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係

原判決 217 
る審査ガイド
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島崎 島崎邦彦氏 原判決 20 

島崎証言
名古屋高等裁判所金沢支部に係属する事 原審第19準備

10 甲168
件での島崎氏の証言内容 書面

島崎氏が執筆した論文である「最大クラスで

島崎提言
はない日本海『最大クラス』の津波一過ちを

原判決 20 
糾さないままでは『想定外』の災害が再生産
される」における島崎氏の提言

日本地球惑星科学連合の2015年大会にお
いて行った発表である「活断層の長さから推
定する地震モーメント」，その後，島崎は，日

島崎発表 本地震学会の2015年度秋季大会や日本活 原判決 20 
断層学会の同年度秋季学術大会において
も同趣旨の発表をした，これらの島崎氏の
発表

島崎発表等 島崎発表及び島崎提言の総称 原判決 33 

発電用原子炉の炉心の著しい損傷及び核
重大事故 燃料物質貯蔵設備に貯蔵する燃料体又は 原判決 197 

使用済燃料の著しい損傷

重大事故等
重大事故に至るおそれがある事故又は重 原審第5準備書

7 
大事故 面

重大事故等対策
重大事故の発生防止対策及び重大事故の 原審第5準備書

6 
拡大防止対策 面

重大事故が発生した場合における自然的条
重大事故の拡大防止対 件及び社会的条件との関係をも含めた大量 原審第5準備書

6 
策 の放射性物質が敷地外部に放出される事 面

態を防止するための安全確保対策

重大事故に至るおそれがある事故（運転時

重大事故の発生防止対
の異常な過渡変化及び設計基準事故を除

原審第5準備書
く。）が発生した場合における自然的条件及 6 

策
び社会的条件との関係をも含めた炉心等の

面

著しい損傷を防止するための安全確保対策

常設重大事故緩和設備 重大事故緩和設備のうち常設のもの
原審第23準備

11 
書面

常設重大事故防止設備 重大事故防止設備のうち常設のもの
原審第23準備

10 
書面

常設耐震重要重大事故 常設重大す事る故設防計止基設準備事で故あって，耐震重要 原審第23準備
施設に属 対処設備が有 10 

防止設備
する機能を代替するもの

書面
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改正原子炉等規制法43条の3の23が規定
する，発電用原子炉施設の位置，構造若し
くは設備が同法43条の3の6第1項4号の
基準に適合していないと認めるとき発電用
原子炉施設が同法43条の3の14の技術上

原審第1準備書
使用停止等処分 の基準に適合していないと認めるときに，原 26 

子力規制委員会が，原子炉設置者に対し，
面

当該発電用原子炉施設の使用の停止，改
造，修理又は移転，発電用原子炉の運転の
方法の指定その他保安のために必要な措
置を命ずる処分

発電用原子炉設備に関する技術基準を定
省令62号 める省令（昭和40年6月15日通商産業省 原審答弁書 7 

令第62号）

省令62号の解釈
発電用原子力設備に関する技術基準を定 原審第3準備書

19 甲56
める省令の解釈について 面

原子力規制委員会において認定された旧F
新F-6破砕帯 -6破砕帯とは異なる位置を通過する新た 原判決 52 

な破砕帯

新規制基準
設置許可基準規則及び技術基準規則等

原判決 6 
（同規則の解釈やガイドも含む）

核原料物質， 核燃料物質及び原子炉の規 ｀
原審第4準備書

審査基準等 制に関する法律等に基づく原子力規制委員 28 
会の処分に関する審査基準等

面
ヽ

震源モデル
検討用地震ごとに適切な手法を用いて震源 一審被告控訴

10 
特性パラメータを設定したモデル 理由書

， 

震源断層モデル
検討用地震ごとに適切な手法を用いて震源 一審被告控訴

10 
特性パラメータを設定したモデル 理由書

関西電力株式会社大飯発電所の発電用原
子炉設置変更許可申請書(3号及び4号発

原審第17準備
審査書案 電用原子炉施設の変更）に関する審査書

書面
7甲164

（案）（平成29年2月22日原子力規制委員
令 ）

発電用原子炉施設に関する耐震設計審査
原審第1準備書 乙2。答弁書か

新耐震設計審査指針 指針（平成18年9月19日原子力安全委員 10 

会決定） ｀ 面 ら略称を変更。

新変更許可処分
発電用原子炉設置（変更）許可処分がされ 原審第32準備

37 
た後に新たにされた設置変更許可処分 書面

す

水位変動による取水性低 水位変動に伴う取水性低下による炉心冷却
控訴審第12準

下の防止措置の設計方 機能等の重要な安全機能への影響を防止
備書面

6 

針 するための設計方針

推本 地震調査研究推進本部 原判決 6 

推本長期評価手法報告 推本による『「活断層の長期評価手法」報告 原審第23準備
23 乙115

書 書（暫定版）』（平成22年11月） 書面

推本レシピ
震源断層を特定した地震の強震動予測手

原判決 7 
法

せ
制御棒の挿入のために施設における安全

制御棒挿入時間 機能が損なわれないというために，制御棒 原判決 48 
の挿入に要する時間
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位

設置許可基準規則
置，構造及び設備の基準に関する規則（平

原判決 4 
成29年原子力規制委員会規則第13号に
よる改正前のもの）

設置許可基準規則51条 設置許可基準規則51条及び技術的能力審 原審第28準備
14 

等 査基準IT1. 8項 書面

設置許可基準規則55条 設置許可基準規則55条及び技術的能力審 控訴審第8準備
7 

等 査基準II1.12項 書面

実用発電用原子炉及びその附属施設の位
設置許可基準規則の解 置，構造及び設備の基準に関する規則の解 原審第5準備書

7乙44・113
釈 釈（平成25年6月19日原規技発第13061面

93号原子力規制委員会決定）

設置法
原子力規制委員会設置法（平成24年法律

原判決 5 
第47号）

そ

訴訟要件① 処分権限 原審答弁書 5 

訴訟要件③ i損害の重大性，ii補充性 原審答弁書 5 

訴訟要件④ 原告適格 原審答弁書 5 

遡上波に対する防護措
基準津波による遡上波を地上部から到達又

控訴審第12準
置の設計方針

は流入させず、かつ、取水路及び放水路等
備書面

6 
の経路から流入させないための設計方針

た

第2ステージ Mo(地震モーメント） >7. 5E+18Nm 
原審第21準備

44 
書面

第206回審査会合
平成27年3月13日に開催された原子力規 控訴審第4準備

40 
制委員会の第206回審査会合 書面

第5回進行協譲期日
令和4年8月29日に実施された進行協議期 控訴審第5準備

4 
日 書面 ヽ

第5回進行協謙調書 第5回進行協議期日の進行協譲調書
控訴審第5準備

4 
書面

「耐震設計審査指針の改訂に伴う関西電力
株式会社美浜発電所1号機，高浜発電所

耐震安全性評価に対す 3, 4号機大飯発電所3号機 4号機耐震 原審第1準備書
30 乙23

る見解 安全性に係る評価について（基準地震動の 面
策定及び主要な施設の耐震安全性評価）」
に対する見解

設計基準対象施設のうち，地震の発生に

耐震重要施設
よって生ずるおそれがあるその安全機能の 原審第23準備 ， 
喪失に起因する放射線による公衆への影響 書面
の程度が特に大きいもの

耐震重要施設等 耐震重要施設及び重大事故等対処施設
控訴審第4準備

7 
書面

耐震設計に係るエ認審査ガイド（平成25年
原審第5準備書

耐震設計工認審査ガイド 6月19日原管地発第1306195号原子力 8乙47
規制委員会決定）

面

発電用原子炉施設に関する耐震設計審査
第1準備書面で

耐震設計審査指針 指針（平成18年9月19日原子力安全委員 原審答弁書 20 
会決定）

略称を変更

-32 -



武村雅之氏が執筆した論文であるI日本列

武村(1998)
島における地殻内地震のスケーリング則一

原判決 18 
地震断層の影響および地震被害との関連
-J 

断層面積S(kポ）と地震モーメントMo

武村式 (dyne・cm)の関係式 logS=1/2 logMo- 原判決 19 

10.71 (Mo~7.5 x 1025dyne・cm) 

武村式＋片岡（まか式手 原告らが主張する「壇ほか式」を「片岡ほか 原審第21準備
33 

法 式」に置き換えた手法 書面

田島礼子氏ほかによる「内陸地殻内および

田島ほか(2013)
沈み込みプレート境界で発生する巨大地震 原審第21準備

30 乙106
の震源パラメータに関するスケーリング則の 書面

比較研究」

短周期レベル
強震動予測に直接影響を与える短周期領

原判決 239 
域における加速度震源スペクトルのレベル

壇一男氏渡辺基史氏，佐藤俊明氏及び石
井透氏が執筆した論文である「断層の非一

壇ほか(2001) 様すべり破壊モデルから算定される短周期 原判決 22 

レベルと半経験的波形合成法による強震動
予測のための震源断層モデル化」

活断層で発生する地震については，最新活
動の地震による短周期レベルの想定が現
時点では不可能である一方で，想定する地
震の震源域に限定しなければ最近の地震

壇ほか式 の解析結果より短周期レベルA(N・m/sりと 原判決 239 

地震モーメントM。(N・m)との経験的関係
が求められるため、その短周期レベルを算

出する式 A=2.46X 1010 x (M。X10り1/3
ち

敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調

地質審査ガイド
査に係る審査ガイド（平成25年6月19日原

原判決 212 甲60,乙45
管地発第1306191号原子力規制委員会
決定）

つ

基準津波及び耐津波設計方針に係る審査
原審第26準備

津波ガイド ガイド（平成25年6月19日原管地発第13
書面

23 乙148
06193号原子力規制委員会決定）

て

手引き改訂案
発電用原子炉施設の耐震安全性に関する 原審第33準備

28 
安全審査の手引き（改訂案） 書面

と

東京高裁平成17年判決 東京高等裁判所平成17年11月22日判決
原審第32準備

38 
書面

東京電力 東京電力株式会社
原審第16準備

28 
書面

当時の原子炉等規制法
原子炉等規制法（昭和52年法律第80号に 控訴審第18準

4 
よる改正前のもの） 備書面

な

中田教授
中田節也東京大学地震研究所火山噴火予 原審第30準備

21 
知研究センター教授（当時） 書面

ね
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燃料体
発電用原子炉施設の燃料として使用する核 原審第4準備書

25 
燃料物質 面

は

背景領域 震源断層内のアスペリティを除いた領域
一審被告控訴

56 
理由書

平成26年2月12付け「関西電力株式会社
破砕帯評価書 大飯発電所の敷地内破砕帯の評価につい 原判決 54 

てJ

破砕部
台場浜トレンチの破砕帯（本件設置変更許 原審第29準備

16 
可処分の審査書の表記に合わせるもの） 書面

発電用原子炉施設 発電用原子炉及びその附属施設 原判決 198 

発電用原子炉設置者
原子力規制委員会の発電用原子炉の設置 原審第4準備書

6 
許可を受けた者 面

ばらつき報告書
川瀬委員作成の「経験式と地震動評価のば

原判決 .126 乙235
らつきに関する報告書」と題する書面

阪南市等に居住する原 原告 X105 , 原告 X122 ，原告X123
原判決 73 

告ら ，原告 X125 の総称

ひ

ピア・レビュー会合評価 大飯発電所の敷地内破砕帯に関する評価 原審第31準備
10 乙212

書案 書案 書面

評価書案
関西電力株式会社大飯発電所の敷地内 原審第3準備書

32 乙39
破砕帯の評価について（案） 面

ふ

福井県モデル
福井県(2012)で想定されている若狭海丘 控訴審第10準

21 
列付近断層の波源モデル 備書面

福井地裁平成27年仮処
福井地方裁判所平成27年4月14日決定

原審第20準備
15 甲138

分決定 書面

平成23年3月11日に発生した東北地方太
福島第一原発事故 平洋沖地震に伴う東京電力株式会社福島 原判決 4 

第一原子力発電所の事故

福島第一発電所 東京電力株式会社福島第一原子力発電所
原審第4準備書

13 
面

ヘ

発電用原子力設備に関する技術基準を定
原審第1準備書

平成17年5号内規 める省令の解釈について（平成17年12月 18 乙19
15日原院発第5号）

面

平成18年耐震指針
平成18年改正後の耐震設計審査指針（平 原審第24準備 ， 甲2
成18年9月19日原子力安全委員会決定） 書面 乙2

平成24年改正前原子炉
平成24年法律第47号による改正前の核原

原審第3準備書 8 答弁書から略称
等規制法

料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に
面 を変更

関する法律

平成24年審査基準 平成24年9月19日付けの審査基準等
原審第4準備書

29 
面

平成25年審査基準 平成25年6月19日付けの審査基準等
原審第4準備書

29 
面

ほ
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．． 

核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規
法 制に関する法律（平成29年法律第15号に 原判決 4 

よる改正前のもの）

評価対象とする地震について、地表で観察
される断層長さだけではなく、地質学的アプ
ローチ及び地震学的アプローチにより幅広く
データを取得、検討するとともに、それらに
含まれる各種の不確かさを多重的・多角的

控訴審第19準
保守的な基準地震動 に考慮して地下にある震源断層の長さ、断 12 

層幅等の震源特性パラメータを保守的に設
備書面

定することにより、十分に保守的な地震モー
メントを算定し、それに基づく地震動の評価
を行い、同評価結果を踏まえて策定された
保守的な基準地震動

本件会合 原子炉施設等基準検討チーム第23回会合
原審第31準備

3 
書面

本件各原子炉
大飯発電所3号機及び4号機に係る発電用

原判決 4 
原子炉

本件各原子炉施設 本件各原子炉及びその附属施設 原判決 11 

原子力規制庁が平成24年12月に公表し
本件シミュレーション た，原子力発電所の事故時における放射性 原判決 13 

物質拡散シミュレーション

本件処分
大飯発電所3号機及び4号機に係る発電用

原判決 4 
原子炉の設置変更許可

本件資料
前原子力委員会委員長の近藤駿介氏が作 控訴審第2準備

12 甲第222号
成した資料 書面

本件申請
大飯発電所3号機及び4号機に係る発電用

原判決 4 
原子炉の設置変更許可の申請

本件審査
本件申請に係る設置許可基準規則等への

原判決 42 
適合性審査

本件断層 「FO-A~FO-B~熊川断層」
控訴審第3準備

5 
書面

本件発電所 大飯発電所 原判決 8 

本件ばらつき条項 地震動審査ガイドの1.3.2.3(2) 原判決 40 

み

宮腰研氏らが執筆した論文である「強震動

宮腰ほか(2015)
記録を用いた震源インバージョンに基づく国

原判決 18 乙61
内の内陸地殻内地震の震源パラメータのス
ケーリング則の再検討」

宮腰ほか(2015)正誤 宮腰ほか(2015)(乙61)の表6の一部に 原審第18準備
12 乙85

表 ついての正誤表 書面

も
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もんじゅ最高裁判決
最高裁判所平成4年9月22日第三小法廷 原審第3準備書

8 
判決（民集46巻6号571ページ） 面

や

山形調整官
山形浩史・重大事故対策基準統括調整官 原審第28準備 ， 
（当時） 書面

山崎教授 山崎晴雄首都大学東京大学院教授（当時）
原審第30準備

21 
書面

ゆ
実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対

有効性評価ガイド
策及び格納容器破損防止対策の有効性評 原審第17準備

27 乙80
価に関する審査ガイド（平成25年6月19日 書面
原規技発第13061915号原子力規制委

よ

要対応技術情報
何らかの規制対応が必要となる可能性があ 原審第30準備
る最新知見に関する情報 書面

23 

吉岡産業技術総合研究所活断層評価研究
原審第31準備

吉岡氏 チーム長（当時） 10 
書面

れ

レシピ解説書
震源断層を特定した地震の強震動予測手 原審第27準備

8乙155
法（「レシピ」）の解説 書面

ろ

炉心 発電用原子炉の炉心 原判決 198 

発電用原子炉の炉心の著しい損傷若しくは
原審第5準備書

炉心等の著しい損傷 核燃料物質貯蔵設備に貯蔵する燃料体又 5 

は使用済燃料の著しい損傷
面

わ

渡辺氏 渡辺東洋大学教授
原審第31準備

10 
書面
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